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県民所得拡大率（平成7年度実績比） 22．4％
ば，沖縄県の県民所得は，現実の県民所得に比して約22％の規模拡大が達成される可能性を示して
いる24。
　次に，地域間格差の指標として用いられる「一人当り県民所得」について示したのが表4－3であ
る。
表4－3一人当り県民所得の比較
（単位：円，％）
平成7年度
一人当り県民所得　　所得格差
全国平均
　（1）沖縄県
　（2）所得最大化型最適産業構造
所得増加額（2）一（1）
3，036，898
2，149，556
3，102，912
　953，356
100
71
102
　上表より，平成7年度の一人当り県民所得は約215万円となっている。これに対して所得最大化型
最適産業構造における一人当たり県民所得は約310万円となっており，平成7年度実績値に比して約
95万円の増加がみられる。
　これらの計測値を全国平均値と比較すると，全国平均を100とした場合，平成7年度沖縄県一人当
たり県民所得は71であるのに対し，所得最大化型最適産業構造の下でのそれは102となっており，全
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国平均値を上回るという結果になっている。
　このことは，沖縄県の需給構造，技術，固定資本，労働力等を前提として，生産要素の最適配分が
なされた場合，全国との所得格差が是正されることを示しており，現在の産業構造から所得最大化型
最適産業構造へ改編していくことによって，沖縄県経済の重要課題である所得格差の問題が解消され
る可能性を示唆しているといえる。
　所得最大化型最適産業構造と平成7年度沖縄県産業構造との比較を行うと，平成7年度の沖縄県
産業構造ではサービス部門（9，907億円）の付加価値額が最も大きく，産業構成比では全体の30．7％
を占めているのに対し，所得最大化型最適産業構造では，金融・保険・不動産部門（12，858億円）の
付加価値額が最も大きく，産業構成比でも全体の32．5％を占める結果となっている。
　他の産業構成比についても，平成7年度沖縄県産業構造では，金融・保険・不動産部門（14％），
建設部門（12％），運輸・通信部門（10％），商業部門（9．9％）と続いているのに対して，所得最大
化型最適産業構造では，サービス部門（22．3％），建設部門（21．2％），公務部門（6．3％），製造業部
門（4．4％）の順となっている。
　このように，所得最大化型最適産業構造においては，現実の産業構造と比較して金融・保険・不動
産部門，建設部門の産業構成比が大幅に増加し，サービス部門のそれが10ポイント程度減少すると
いう結果となっている。所得最大化型最適産業構造の下でのこのような変化は，金融・保険・不動産
部門の付加価値係数の高さにあると思われる。他の第3次産業と比較してみると，殆どの部門で付
加価値係数が0．6～0．7であるのに対し，同部門のそれは，0．82と極めて高い値を示しており，県民所
得最大化の観点から産業構造を改編した場合，同部門への傾斜が高くなるということが考えられる。
また，建設部門については，付加価値係数の高い部門ではないものの，資本の生産性が高い部門であ
るため，同部門への傾斜が高くなっていると考えられる25。
②　計測結果のまとめ
　本節では，産業連関計画モデルを用いて所得最大化型最適産業構造の推計を行った。それらをまと
めると以下の通りである。
①所得最大化型最適産業構造の下では，平成7年度実績値に比して，約22％の経済規模拡大が見
　　込まれる。
②「一人当り県民所得」についてみると，平成7年度実績値215万円に対し，所得最大化型最適産
　　業構造では310万円となっており，実績値に比して約95万円の増加がみられる。
③全国との所得格差についてみると，全国平均を100とした場合，平成7年度の実績値は71である
　　のに対し，所得最大化型最適産業構造の計測結果は102となっており，全国平均値を上回るとい
　　う結果が得られた。
④現在の産業構造から所得最大化型最適産業構造へ改編することで，全国との所得格差が是正さ
　　れ，沖縄県経済の重要課題である所得格差の問題が解消される可能性が示唆された。
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おわりに
　本稿は，地域間格差の理論的検討を行うとともに，産業連関計画モデルを用いて所得最大化型最適
産業構造の計測を行った。これらをまとめると以下の通りである。
　地域間格差の理論的検討においては，新古典派理論とヘクシャー・オリーンモデルの地域間格差論
について考察した。新古典派理論においては，生産要素と生産物の自由な移動を通して地域間の賃金
格差が解消に向かうことが示され，また，ヘクシャー・オリーンモデルにおいては，交易を通して生
産物のみが自由に移動し，結果として地域間の要素価格が均等になることが示された。
　地域間格差に関する理論的検討を行った後，我が国における地域開発政策の変遷，ならびに所得格
差の動向を吟味した。その結果，我が国の地域開発政策は，一国の経済成長には成果をもたらしたも
のの，「地域間格差の是正」については当初の目的を達成したとはいえず，いまだに所得格差が存続
していることが明らかになった。
　地域間格差に関する理論的検討を行った後，沖縄県を事例として多部門最適化モデルの定式化を行
った。具体的には，産業連関計画モデルを用いて所得最大化型最適産業構造を推計し，現実の産業構
造との比較を行った。その結果，所得最大化型最適産業構造の下では，平成7年度実績値に比して
約22％の経済規模拡大が見込まれるとともに，一人当たり県民所得についても全国平均値を上回る
ことが示された。したがって，現在の産業構造から所得最大化型最適産業構造へ改編していくこと
で，沖縄県と全国との所得格差が是正される可能性が示唆されており，今後の地域開発ならびに地域
産業政策に関して一つの指針を得ることができたと思われる。
　地域経済における政策目標は，地域住民の選好基準によって様々な違いがあり，優先課題も地域に
よって異なることが予想される。本稿で扱ったモデルの最適基準は「県民所得の最大化」であるが，
他の地域においては，「雇用の最大化」，「エネルギー消費量の最小化」等が最優先課題となり得るで
あろう。したがって，今後は優先課題を的確に捉えた「地域主体の開発」がより求められているので
あり，地域住民の選好に合致した政策の実施が極めて重要であるといえる。
注
1地域開発政策は国が行う開発計画であり，戦後の我が国においても1962年に「全国総合開発計画」が閣議決定
　され，現在は第5次全国総合開発計画が実施されている。
2これらの指標の中でも，地域間の経済格差を示す指標として最も頻繁に用いられるのが「一人当たり県民所得」
　である。本稿でも所得格差の問題に焦点をあてており，「一人当たり県民所得」を地域間格差の指標として用
　いる。
3多部門最適化モデルを用いた先行研究には，動学モデルではターンパイクモデル，静学モデルでは産業連関計
　画モデルによる分析がある。動学モデルに関する理論的研究は，George．　B．　Dantzig，（iρtimal　Solution　of　a　dy－
　namic　Leontief　model　with　substitution（Econometrica　VoL　23，1955），Michio．　Morishima，　Proof　of　a　Turnpilee
　Theorem：　The　no　ioint　Production　czzse（Review　of　Economic　Studies　Vo1．　XXVIII，1961），Lione1．　W．　Mckenzie，
　Turnpilee　Theorem　for　a　Generaldeed　Leontief　Model（Econometrica　VoL　31，1963），Inada．　K，　Some　Structecral
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　CharacteristiS　of　T”rnPike　theorems（Review　of　Economic　Studies　Vol．　XXXI，1964），Jinkichi．　TsUkUi，　TurnPike
　theorem　in　a　generalized　dynamic　input　ouipttt　system（Econometrica　Vol　34，　1966）を参照。また，ターソパイク
　理論を現実経済に適用したものとしては，筑井甚吉ほか「経済分析」経済企画庁経済研究所（研究シリーズ第
　35号），1971年がある。静学モデルでは，通商産業省産業構造研究会編「日本経済の予測と計画一産業連関計
　画モデルによる分析一」東洋経済新報社，1965年がある。しかしながら統計データの制約上，これらのモデル
　を扱った分析事例は極めて少ない。
4産業連関計画モデルは，産業連関モデルと線形計画モデルの両方を用いたモデルである。通常の産業連関モデ
　ルが最終需要の変化による経済波及効果の計測に用いられるのに対して，産業連関計画モデルでは，線形計画
　法と結合させることにより，通常の産業連関モデルでは扱うことのできない「最適化問題」を解くことができ
　る。産業連関計画モデルに関する詳細は，前掲「日本経済の予測と計画一産業連関計画モデルによる分析一」
　を参照。また，線形計画モデルに関する研究は，Jeffrey　B．　Nugent，　Linear　Prog7ramming　ModelS　for　National
　I）lanning（Econometrica　Vol．38　No　6，1970）に詳しい。
5沖縄県を対象に産業連関モデルを扱った事例としては，野崎四郎「産業構造の静態的・動態的発展分析一沖縄
　経済におけるターソパイク特性の検討一」『沖縄国際大学商経論集』沖縄国際大学，1993年がある。また，廣
　瀬牧人「公共投資に関する消費内生化地域産業連関モデルによる波及効果の分析」『産業総合研究』沖縄国際
　大学産業総合研究所，1999年では消費を内生化したモデルを用いて公共投資に関する詳細な分析を行っている。
6山田浩之『地域経済学入門』有斐閣，2002年，72－73ページ。
7このモデルは2地域の技術が同じ，すなわち，2地域が同じ生産関数を持つと仮定している，国内の異なる地
　域間での技術伝播は国家間のそれに比べ，容易である。そのため，このモデルの適用性は高い。
8同上73ページ。
9地域経済の特徴，および地域成長理論の批判的検討を行ったものとしては，Harry　W．　Richardson，1～egional
　Growth　Theory（The　Macmillan　press，1973）がある。
10国土総合開発法の施策については，①土地，水その他の天然資源の利用に関する事項，②水害，風害その他の
　災害の防除に関する事項，③都市及び農村の規模及び配置の調整に関する事項，④産業の適正な立地に関する
　事項，⑤電力，運輸，通信その他の重要な公共的施設の規模及び配置並びに文化，厚生及び観光に関する資源
　の保護，施設の規模及び配置に関する事項（同法二条），が設けられている。
11全国総合開発計画が策定された背景には，戦後の経済開発において露呈した「都市への過度集積」および「地
　域間格差」の問題があり，政府はこれらの課題に対処すべく同計画を策定し，地域の均衡ある発展を目指すこ
　とになった。
12全国総合開発計画に関する詳細は，小田清「国土総合開発計画と地域間格差の是正策について」『北海学園大
　経済論集』，第39巻，1992年を参照。
13拠点開発方式は産業間の連関効果に注目したものであるが，これらの開発方式はA・Oハーシュマンの不均等
　発展論を現実経済に適用したものとされている。不均等発展論に関する詳細は，A．　O　Hirschman，　The　Strategy
　of　Economic　1）evelopment（Yale　University　Press，1958）を参照。また，開発理論における均整成長論，不均整
　成長論については，喜多登『地域と財政』白桃書房，1972年において詳しく論じられている。
14岡田知弘ほか『国際化時代の地域経済学』有斐閣，2002年，148－149ページ。
15テクノポリス指定地域と財政の問題に関しては，前村昌健「テクノポリス地域指定と歳入歳出への影響：第一
　次指定15地域について」『沖縄国際大学商経論集』沖縄国際大学，1993年に詳しい。
16前掲『国際化時代の地域経済学』，156ページ。
17本土復帰以降の沖縄県経済の動向については，富川盛武・百瀬恵夫『沖縄経済・産業自立化への道』白桃書房，
　1999年において詳細な分析がなされている。
18小田（1992）は，戦後の地域開発政策について「目標は必ずしも所期の成果を上げることなく，新しい課題を
　付け加えて次の計画に先送りされてきたのが実情である。計画目標に到達できない主たるものは，地方圏の重
　視を謳い，地域文化を育成するとしながらも，その実態は大都市重視の開発計画であり，経済成長優先の国土
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　政策であることである。（前掲「国土総合開発計画と地域間格差の是正策にっいて」，183ページ）」と指摘して
　いる。
19低開発地域における戦略的な地域発展政策，および政府間財政関係の在り方に関しては，池宮城秀正『地域の
　発展と財政』八千代出版，2000年を参照。
20本稿で扱うモデルは，前掲「日本経済の予測と計画一産業連関計画モデルによる分析一」で定式化された「国
　民所得極大化モデル」に修正を加えたものである。
21沖縄県における社会資本ストックの推計については，沖縄総合事務局総務部調査企画課編「沖縄県社会資本形
　成調査報告書」，1980年を参照。
22美添泰人・舟岡史雄「資源の産業連関分析」日本経済研究，1976年においても基礎消費を制約条件に加えた線
　形計画問題を扱っている。
23所得最大化モデルの計測には数学ソフト「Mathcad　8　Professiona1版」を用いた。
24地域開発における資源の最適配分の問題に関する詳細は，Hollis　B．　Chenery，　Kenneth　S．　Kretschmer，　Resource
　alloαationノ’or　economic　development（Econometrica　Vo1．24，1956）を参照。
25このような計測結果が意味することは，沖縄県の固定資本が労働力に比して相対的に希少であるため，所得最
　大化の観点から考えた場合，より少ない資本で，より高い付加価値を得ることのできる部門への傾斜がみられ
　ると考えられる。
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